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１ 問題と目的 

文部科学省（2022b）によると、通常の学級に在籍する特

別な支援を必要とする児童生徒は、小学校・中学校では約

8.8％、高等学校では約2.2％の割合であった。10年ほど前

（文部科学省, 2012）に実施された調査結果（小学校・中学

校約6.5％、高等学校は調査未実施）と比較すると通常の学

級において特別な支援を必要とする児童生徒の割合がおよ

そ2.3ポイント増加している結果となった。このことから、

当然のことながらすべての公立学校通常の学級においても

特別支援教育の視点をもった教育的支援が重要になってき

たことが明らかとなった。 

一方で、2022 年度文部科学省が公表した学校基本調査の

結果によると、特別支援学校の在籍者が、およそ149,000人

（前年比 2,400 人増）で過去最多を更新した。特に高等部

（知的障害のみ）の生徒数については、50,213 人（前年比

214人増）で増加傾向が顕著である。その中でも、知的障害

の程度が軽度（以下、軽度知的障害）の生徒が増え，高等部

全体の中で占めるその割合も多くなってきている（井

上,2012）。その背景には、義務教育段階での特別な支援を必

要とする児童生徒の増加や特別支援学級在籍者数の増加に

伴い、中学校特別支援学級に在籍する軽度知的障害の生徒

が特別支援学校高等部に進学するケースや、高等学校進学

の際に通常の学級から特別支援学校高等部への転籍者の存

在もある。井上（2009）によれば、「特別支援学校高等部の

高い就職率への期待」や「境界線児の教育機関の不足」があ

り、知的機能に問題はないものの適応行動に困難のある児

童生徒が知的障害教育のフィールドに集まってきている可

能性があると指摘している。 

特別支援学校高等部に進学した軽度知的障害の生徒に着

目したとき、（その他の）発達障害を併せ有する生徒の存在

も挙げられる（熊地・佐藤・斎藤・武田,2012）。DSM-５に

おいて発達障害は神経発達障害に分類され、自閉スペクト

ラム症（ASD）、注意欠如多動症（ADHD）などがある。ASD
と ADHD については、「児童思春期においてきわめてポピ

ュラーな精神疾患」であるという（宇佐美,2019）。なかでも、

多動性、不注意、衝動性を症状の特性とするADHDは、忘

本研究では、特別支援学校高等部に在籍する軽度知的障害生徒１名を対象とし、数学の授業中の離席

や授業内等とは無関係な発言、歌う、踊るなどといった行動（以下「授業参加外行動」）を減少させ、

課題に取り組む授業参加行動がより生起（増加）するように、行動コンサルテーションを実施し、その

効果等について検討することを目的とした（本研究においては、授業参加行動のみの測定を行った）。

アセスメントの後、介入では授業開始時や授業中において、参加生徒への視線や定期的な言葉かけの

提示、活動内容や時間の明示等の事前対応の工夫、学習プリントへの工夫、課題従事行動への即時強化

等を行った。その結果、授業参加外行動は減少した一方で授業参加行動は増加した。このような結果を

もたらした要因として、第３者による直接行動観察に基づく行動問題の機能同定が必要であったこと、

参加生徒の特性を活かした介入手続きが有効であったこと、学習プリントへの工夫と授業担当者から

の即時強化等の手続きを実施したことが有効であったことが示された。 
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れ物やミスが多い、整理整頓が苦手、時間や物の管理が苦手、

様々な情報を取捨選択し活動することが困難など、学校生

活のあらゆる場面で支障をきたすことが見受けられる。彼

らの中には、そのような障害特性による「生きにくさ」から

幼少期や学童期・思春期における負の体験が重なり、自己否

定的な発言、見通しが持てないことへの不安感、失敗体験を

回避したいことによる活動意欲・学習意欲の低下、不登校、

不適切な愛着行動、暴力行為など、学校生活の様々な場面で

行動問題として現れ、自信のなさや自己肯定感の低さを抱

えている生徒が多くみられる。長澤・福田（2009）は、自己

肯定感の低さからくる学校現場における行動問題（授業妨

害や教師への暴言、同級生への干渉など）は、授業そのもの

が成立しなくなり、他の児童生徒の学習権を侵害し、クラス

全体の学力低下を及ぼすこととなり、教師の無力感に繋が

ると指摘する。また、これら自己肯定感の低さは、時として

二次障害に発展することが指摘されている。笹森（2012）に

よると、特別支援教育における「二次障害」は、発達障害を

ベースとしながらも、適切な対応や十分な支援がなされて

いない場合に発現するとされている。学校現場において発

達障害の可能性に気づいた際には、できるだけ早く適切な

支援を開始し、二次障害の予防的支援を行うことが必要で

あると述べている。さらに、井上(2012)は、特別支援学校高

等部における軽度知的障害の生徒の増加と行動問題の発現

は全国的な状況であり, 軽度知的障害の生徒の社会的及び

職業的自立の促進を踏まえた教育的対応は喫緊の課題であ

ると指摘する。よって、生徒の自己肯定感を育てていくため

にも、行動問題が起きてから対処するのではなく、普段の関

わりの中で、適切な対応や環境調整等、予防的な支援の在り

方を検討することはきわめて重要であると考える。 

しかしながら、学校現場では生徒自身が多くの問題を抱

えている一方で、それら生徒の行動問題に対応しつつ、生徒

一人ひとりの実態に応じた多様な学びの場の整備や学習環

境の調整・提供を求められる教員は、指導・支援の困難さに

向き合い試行錯誤する反面、心身が疲弊することが考えら

れる。さらに、2018 年度に開始された高等学校おける通級

による指導の導入に伴い、すべての学校において教員の特

別支援教育に関する専門性も問われるようになった。しか

し、高校籍の教員の中には、特別支援教育に携わった経験が

ないといった教員も一定程度含まれている現状もあり、特

別支援教育の現場（特別支援学校高等部及び高等学校）にお

ける実践事例の蓄積が益々必要であると考えられる。 

現在、少子化が進行し高等学校における生徒数は、前年度

より 51,272人減少し 2,956,900人、学校数でみても 32校

減少し4，824校となっており、統廃合などによる学校数の

減少が見られる（文部科学省,2022a）。一方で、特別支援学

校は、生徒数2,350人増加で148,635人、学校数11校増加

で 1,171 校となっている。この結果から、これまで高等学

校に在籍していた教員が、特別支援学校の現場に着任し、特

別支援教育の現場における生徒の様々な行動問題に柔軟に

対応していく必要性が求められることが推察でき、今後、特

別支援教育の担う役割は大きく、同時に教員に求められる

専門性もさらに高まると予想できる。 

このような学校現場の課題に対応するため、応用行動分

析や認知行動療法の考えに基づく間接援助モデルである行

動コンサルテーション（大石,2016）の適用は、生徒の自己

肯定感の獲得や二次障害への予防的支援に貢献する可能性

が高いと考えられる。また、子どもたちの適切な行動を評価

し、その支援の方法や環境調整を行う行動コンサルテーシ

ョンの適用は、子どもたちの行動問題の解決や自己肯定感

の回復のみならず、教員自身の指導力向上に伴う自己有用

感や仕事へのモチベーションの回復の糸口となることが期

待できる。 

そこで本研究においては、行動問題によって授業課題従

事行動を拒む特別支援学校高等部に在籍する軽度知的障害、

ADHD との診断を受けていた男子生徒１名を対象とし、学習

場面の指導に苦慮していた教員（中学校・特別支援学校、両

方の勤務経験あり）を含めた、行動コンサルテーションを実

践し、その効果と課題について検討することを目的とした。 

 

Ⅱ．方法 

１．参加者 

本研究には、公立A特別支援学校（以下「A校」）に通う

特別な教育的ニーズのある生徒１名（クライエント）及び数

学担当教員（コンサルティ）ならびに当該地域に設置された

大学の教員養成学部において長期研修を受けている「研修

教員（A校在籍；コンサルタント・第１著者）」、発達障害心

理学・応用行動分析を専門とする大学教員（第２著者）の計

４名が参加した。 

（１）クライエント：クライエントは、A校に在籍する高

等部＜知的障害＞２年生の男子生徒１名であった（以下

「Bさん」とする）。入学前に複数の医療機関等において軽

度知的障害、ADHD との診断を受けていた。B さんは、

他者とのコミュニケーションを好む一方で、他者の心情

理解を苦手とし、B さんの何気ない発言による友人関係

のトラブルが度々みられた。また、２年次から授業中の離

席や授業内容とは無関係な発言、歌う、踊るなどといった

行動（以下「授業参加外行動」）が頻繁に生起していた。

B さんの授業参加外行動の生起により、友人の授業参加

の妨げとなったり、友人がB さんの授業参加外行動に同

調し授業進行の妨げとなることが見受けられた。２年生

になり、卒業後に向けての現場実習も始まる中、苦手なこ

とや興味のないことへの取り組みが消極的かつ周囲を巻
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き込んでの行動問題が生起する B さんに対し、担任、担

当教員等、複数の教員からも早期改善の要望があった。 

（２）コンサルティ：コンサルティ（「授業担当者」）

は、Bさんが参加する数学の担当で、公立中学校と県立

特別支援学校の経験もあるベテラン教員（教職歴25

年）であった。A校での勤務は２年目で、１週間のうち

火曜日の１回（50分×１時限）授業を担当した。 

（３）コンサルタント（研修教員及び大学教員） 

コンサルタントは、教職歴22年目で、特別支援教育に携

わるようになって５年目であった。授業担当者と同じA 校

に在籍し、当該地域に設置された大学の教員養成学部で特

別支援教育の長期研修（１年間）を受けていた。発達障害心

理学・応用行動分析を専門とする大学教員から行動コンサ

ルテーションについての基礎について既修であった。本研

究においては、この大学教員から随時助言を受けながら、コ

ンサルテーションを進めていった。 

２．倫理的配慮 

本研究開始前に、コンサルタントは、学校長と担任及び

コンサルティに対しては口頭で、B 君の保護者に対して

は文書に基づいて説明を行った。ここでコンサルタント

は、①関係者全員のプライバシー厳守に努めながら取り

組むこと、②途中で研究を辞退してもよいこと、③その成

果を公表すること等について伝えた。コンサルタントに

よる説明後、関係者全員から上記のことについて同意し、

本研究に参加する旨の回答を得た。 

３．標的行動 

授業中、例えば、教員の発問に答える行動、友人と話し合

いながら課題に取り組む行動、教員に促されながらも単独

で課題に取り組む行動、教員に促されることなく単独で課

題に取り組む行動などの授業参加行動を標的行動とした。

なお、後述する Fig.７においては、この標的行動が生起し

ている授業１回当たりの累積時間を示した。 

４．セッティング 

数学の授業が行われる B さんの教室（B さんを含め４名

が参加）を使用した。コンサルタントは、Bさんから約３m
離れた視界に入りにくい場所である教室後方出入口付近に

位置した。コンサルタントは、必要に応じて生徒とコミュニ

ケーションをとりながら、自然な形で B さんの行動観察を

行った。 

５．研究デザイン 

本研究は、ベースライン、介入１、介入２、フォローアッ

プの４フェイズから構成されたが、フォローアップの後に、

授業担当者に対する事後インタビューを実施した。 

６．データの記録方法 

コンサルタントは、数学の授業時間にBさんの行動観察

を行い、記録用紙に記入した。記録用紙は、ABC行動記録

シートを使用し、標的行動が生起した時間帯や頻度をスキ

ャッタープロット行動記録シートに記録した。授業参加時

間については、ストップウォッチを使用し、できる限り正

確な測定を試みたが、第１著者１名での直接観察によるデ

ータ収集を実施したため、ストップウォッチ（スタートお

よびストップボタン）の押し忘れ等により若干の誤差が生

じている。データの処理方法としては、１回 50 分の授業

における標的行動累積時間とした。なお、授業参加外行動

のデータの収集はしたが、紙面の都合でグラフ等では示し

ていない。 

７．学校訪問期間 

本研究は、X年９月～X＋１年１月まで行われた。コンサ

ルタントは、ベースラインからフォローアップまで計９回

訪問した。数学は週に１回（火曜日）実施されるが、現場実

習、定期考査、学校行事、担当教員の出張などのため、授業

が行われないこともあった。また、事前観察や担任・授業担

当者・関係教員との打ち合わせとフィードバックのため、本

研究実施以外に10回訪問した。 

８．手続き 

（１）ベースライン期 

X 年９月 13日と 10月４日の２日間測定した。この期

間、第１著者から授業担当に対しての助言や提案は行わ

ず B さんに対して「普段通り」に対応してもらった。な

お、ベースライン期終了後、介入Ⅰ期まで20日を要した

が、この間には２週間の現場実習期間が含まれていた。 

（２）介入Ⅰ期 

X年10月25日、11月１日、*22日、29日、12月13日 

の５日間実施された。標的行動である授業参加行動時間 

間の増加をめざして、介入Ⅰの直前に、第１著者は、スト

ラテジー・シート（井上・井澤,2007参照）（Fig.１）を用

いて、事前対応の工夫、ほめ言葉などの正の強化子の提

示、授業参加外行動が起こってしまった時の対応等、例を

挙げながら説明を行った。事前の工夫については、個別の

対応として以下１点、全体の対応として以下２点について

打ち合わせを行った。個別の対応として、①授業開始時や

授業中に視線を合わせたうえで言葉かけを行う。全体の対

応として、①「本日の数学」シート（Fig.２）やタイマー

（Fig.３）を活用した「やるべきこと」やスケジュールの

明確化、②学習プリントの工夫（１枚当たりの問題数の減

少、選択式の課題提示）（Fig.４）。コンサルタントは、授

業担当者と毎時間授業後にその日の振り返りを口頭で行っ

た。例えば、「Bさんが課題に積極的に取り組んでいる時

や、問題が正解したときにすぐに褒めてくださるので、B
さんの表情がよかったです」「Bさんが歌い出したとき、

「チャイムが鳴ったら（授業が終わったら）歌ってね」

と、その行動が許される時（適切な行動）は、いつなのか
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Fig. ５ 学習プリント（介入Ⅱ期） 

 

等の条件を具体的に示してくださったのは、Bさんにもわ

かりやすくて良かったですね」等、指導手続きに関するフ

ィードバックを行った。なお、22日の授業については、授

業担当者が出張であったため、他のクラスの教員が授業を

担当し、介入手続きは行われなかったため参考数値とし

た。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

（３）介入Ⅱ期 

X年12月20日の１日のみ実施された。介入Ⅰ期の12

月13日の観察において、授業参加行動時間の減少が見ら

れ、Bさんの「なんかめんどくさい」「問題が２つ繋がっ

ているのがやる気失せる」といった学習プリントに関す

る発言が生起したことに鑑み、コンサルタントは、学習

プリントの改善・工夫を提案し、授業担当者と協議し

た。その内容としては、①文字サイズを拡大する、②文

字間隔が広い字体にする、③表と問題文を別頁に分け

る、④表の写真をカラー印刷にする、等であった（Fig.
５） 

 

 

 

 

 

 

 

（４）フォローアップ期：X年１月24日のみ、介入Ⅰ期と 

同じ手続きで測定した。    

（５）事後インタビュー  

フォローアップ期の授業終了後に、授業担当者に対し

て事後インタビューを実施し、「今回の取組が有効であっ

たか」「支援方法は、負担になったか」「今回の取り組みを

踏まえ、今後の生徒への接し方をどう考えるか」「取り組

み全体を通して感じたこと」について尋ね、回答を得た。

なお、インタビューは長谷川・松岡（2018）を参考に作成

し、その結果をTable １に示した。 

Ⅲ．結果 

本研究の結果をFig.７に示した。ベースライン期は、

２日間（９/13、10/14）測定された。Bさんの授業参加

時間は、９月13日513秒、10月14日560秒で、標的行

動の平均時間は536秒（約９分）であった。9月13日の

Bさんの様子は、授業開始時より「おもしろくない」

「飽きた」「疲れた」などと発言し、離席（７回）、授業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

とは無関係の発言（１回）、歌う（２回）などの授業参加

外行動が生起した。また、10月14日は、離席（５回）、

授業とは無関係の発言（２回）、歌う（１回）、踊る（１

回）などの授業参加外行動が生起し、授業終了15分前

からは、タオルで目を塞いで俯いたまま動かない様子が

15分間継続した。 

介入Ⅰ期は、5日間（10/25、11/１、＊11/22、11/29、

12/13）実施された。Bさんの授業参加時間は、１日目890

秒、２日目 1,477秒、＊３日目 1,665秒（授業担当者が

出 張で他の教員が授業を担当したため、介入等は実施さ

れていない。よって、参考値とする）、４日目 2,000 秒、

 

  
Fig. ２ 本日の数学シート    Fig. ３ タイマー  

 

 

 

 
 

Fig. ４ 学習プリント（介入Ⅰ期） 
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Table １   授業担当教員への事後インタビューの結果 

 
質問１：今回の取組はBさんにとって有効であったか？ 
回答１：有効であったと思う。これまでも問題数が多いことや声かけの少なさ（注目要求）等が本人の学習意 

欲低下や授業逸脱行動の要因ではないかと感じていたが、実際に授業観察によって得られたデータを

目の当たりにし、確実にそうであることがわかった。また、Bさんの今後の課題（随時声かけをした

り、個別指導でついたりしなくても、課題に取り組めるようになる）も明確になった。こちらの声か

けに対して、Bさんがプラスの反応を示すまでの時間が短くなった。また、これまでは、行動問題で

アピールしていたが、何に困っているかを自らの言葉によって訴えることができるようになった。こ

ちらがBさんに声かけをしたり、Bさんの声かけに反応したり、ということを意識して行ったこと

で、Bさん自身が「質問すれば答えてくれる」ということが理解できたからではないかと思う。 
 
質問２：今回の取組について負担を感じたか？ 
回答２：負担がゼロであったかと言えば、普段の授業のように生徒と冗談を言い合う等を控えるという点で、   
    ゼロではなかった。ただ、それ以上のメリットはあった。Bさんが介入の中心になるので、他の生徒 
    のことが気になっていたが、Bさんへの工夫をすることで、Bさんだけでなく、他の子の良さや課題  
    も見えてきた点は良かった。また、プリントの工夫について、他のクラスや学年に同様の取り組みを   
    したところ、そのクラスにおいても効果が見られた点は良かった。 
 
質問３：今後、どのようなことに気をつけて生徒に接していきたいか？ 
回答３：（学びの）段階が子どもによって違うので、複数対応の授業になった場合マンツーマンの指導を行う

ことが難しい場合が予想される。そのため個別指導については、1回の関わりの質を上げたり、回数

を減らしても効果が出るような工夫をしたい。例えば、個別の声かけの部分については、課題返却の

プリントにコメントを書き込むなどの工夫をすることで、授業中の個別の声かけがなくても本人の授

業へのやる気を引き出すことに繋げられたらと思う。 
 
質問４：その他、全体を通しての感想は？ 
回答４：今回、（教員として）とても良い経験になった。参加者に選んでもらえたから、この年齢（教職歴） 

でまた自分の授業を見直すきっかけとなった。 
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5 日目 1,057 秒であり、介入Ⅰ期の標的行動の平均時間

は、1,356秒(約 23分)であった（11/22の数値を除いた

４日間の平均）。Bさんの授業参加時間は、介入Ⅰ期４日

目まで日を追うごとに増加した。Bさんの様子は、授業開

始20分以内に離席や授業とは無関係の発言、歌うなどの

授業参加外行動生起率が高い一方で、それ以降は、授業担

当者の発問に答える行動、授業担当者と一緒に課題に取

り組む行動、友人と話し合いながら課題に取り組む行動

が高頻度で生起した。また、標的行動の１回あたりの継続

時間がベースライン期では４分以内であったが、介入Ⅰ

期の２日目（11 月 1 日）には、約 14 分となった。さら

に、「わからないこと」があると、ベースライン期では、

授業参加外行動が生起していたが、介入２日目以降は、授

業担当者に自ら声をかけ質問する行動が度々生起するよ

うになった。介入５日目（12月13日）については、授業

開始時直後に配付された学習プリントへの嫌悪的な発言

（「なんかめんどくさい」「問題が２つ繋がってるのがやる

気失せる」等の発言）が生起し、離席や授業とは無関係の

発言、歌うなどの行動が17回生起し、これら授業参加外

行動１回の生起時間が最長で約８分（授業と無関係の発

言）であった。 

 介入Ⅱ期（12/20）のBさんの授業参加時間は、1,921秒

（約32分）であった。ベースライン期と比べ約3.6倍の生

起時間となった。Bさんの様子は、配布された学習プリン

トを見てすぐに、前回のプリントとの違いに気づき「カラ

ーになってる」「（問題と表が）バラバラになってる」「これ

ならやる気満々だよ」という発言が生起し、授業担当者に

促されず単独で課題に取り組む行動がみられた。また、わ

からないことがあると自ら授業担当者に声をかけ、授業担

当者と一緒に課題に取り組む行動が生起した。さらに、グ

ループ学習では、自分の考えを授業担当者や友人にわかり

やすく説明しようとする行動が生起した。一方で、授業と

は無関係の発言や鼻歌などの行動が13回生起したものの、

１回の生起時間は 30 秒以内であり、担当者からの促しに

より、すぐに授業参加行動が生起した。 

 フォローアップ期（１/24）は、介入Ⅱ期から１ヵ月後に

実施された。標的行動の平均時間は、1,730秒（約 29分）

であった。Bさんの様子は、ベースラインと比べ課題に取

り組む時間の生起頻度が増加したものの、机に伏せる、顔

が俯いて目を閉じるなどの行動が、11回生起した。ただし、

その様な授業参加外行動も、授業担当者の言葉かけにより

取り止めることができ、すぐに課題に取り組む行動が生起

した。さらに、授業担当者が用意した複数種類の学習プリ

ントの中から、ベースライン期や介入Ⅰ期では見られなか

った、嫌悪性の高い課題（問題数の多い学習プリント）を

自ら選択して取り組む行動が生起した。 

 事後インタビュー（Table １）では、授業担当者より、

今回の取り組みについて、Bさんにとって概ね有効であっ

た旨の回答を得た。さらに、保護者から口頭で「学習プリ

ントを工夫されることで、子どもの集中力がアップしたと

ころがよかった。すごいですね」とのコメントを得た。 

Ⅴ．考察 

本研究では、公立特別支援学校高等部に在籍するB さ

んの数学担当教員をコンサルティとした行動コンサルテ

ーションを実施し、Bさんの標的行動「授業参加行動」に

対する効果等について検討することを目的とした。 

 本研究の結果、Fig．７に示した通り、B さんの標的行

動の生起時間は、ベースライン期よりも増加し、介入Ⅱ期、

フォローアップ期においては、ベースライン期のおよそ

３倍増となった。一方で、離席や授業と無関係の発言、歌

う・踊るなどといった授業参加外行動は、多少の増減はあ

るものの、授業参加時間の増加に伴い減少していった。ま

た、授業参加外行動が生起した際も、ベースライン期と比

べ、授業担当者の言葉かけにより短時間で気持ちを切り

替え課題従事行動が生起したことから、本研究で用いた

介入が有効であったと考えられた。さらに、授業担当者へ

の事後インタビュー結果や保護者からのコメントから、

本行動コンサルテーション実践に一定の効果があったこ

とが推察できるが、このことについて以下の５点から論

じた。 

１．ABC機能分析の有効性 本研究では、応用行動分

析の考え方や技法を用いて行われる行動コンサルテーシ

ョンを実践するにあたり、「その際立った特長である証

拠（evidence）に基づく系統的な介入と高い効果」（大石

2016）を活かしたABC機能分析を用いてその行動の機

能に着目した介入を行った。野呂・藤村(2002)によれ

ば、機能アセスメントに基づく行動コンサルテーション

の介入は、行動改善に必要かつ十分な介入条件を探るた

めに重要な手続きであると考えられており、正確な機能

分析が求められる。しかし、授業担当者や学級担任が１

人で分析や支援の検討までを行うことには限界がある

（鈴木・佐藤,2020）。そのため、授業担当者による機能

分析の妥当性は十分だとは言いにくい。 

本研究においても、第１著者は、事前観察の段階で、担

任や関係教員から「Bさんは、ダラダラする行動が多く、

やめさせたい。自分にとって興味のないことでも取り組

む姿勢を身につけてほしい」というような逃避機能が考

えられる旨の相談を受けていた。そこで、実際に行動観察

を行ったところ、確かに、授業参加外行動が授業に関連す

る嫌悪刺激を除去するという負の強化（逃避機能）によっ

て強化されていることが考えられたものの、その一方で、
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他者からの注目要求機能を有すると判断できる場合も多

いことが明らかとなった。そこで、これらの機能分析を基

に、Fig．１に示した通りBさんの逃避機能の要因となっ

ていた見通しがもてないことについては、授業導入段階

において、その日の授業計画（50分）を記入したシート

を黒板に掲示したところ、具体的な活動内容と時間が視

覚的に把握でき、見通しをもって課題に取り組めるよう

になった。また、わからないことを適切な方法で授業担当

者に伝え、それに授業担当者が適切に応じたことにより

課題従事行動がより生起した。さらに、Bさんの注目要求

機能に対して、授業開始時や授業中にB さんに視線を送

り言葉かけを行う、などを行ったところ授業参加外行動

は減少した。つまり、授業スケジュールの提示により、見

通しをもって課題に取り組むことができ、「わからない」

ことが生じた際には、授業参加外行動を生起させるので

はなく、適切な方法で伝えることで個別指導が受けられ、

授業内容を理解することができ、結果的に行動内在的随

伴性による課題従事行動を生起させる結果にもつながっ

たと考えられた。さらに授業担当者の視線や定期的な言

葉かけ等によって注目要求は充足され、授業参加行動の

生起時間が増加する結果につながったと考えられた。 

２．行動の機能と本人の障害特性に適応した介入の効果 

本研究では、軽度知的障害とADHDとの診断を受けた

Bさんの行動特性に適応した指導の介入を試みた。Bさ

んは、授業中「どうせ、できない」などの発言が複数回

みられ、自らの課題従事行動によって嫌悪事態を撤去で

きない経験が積み重なると、学習活動において何をやっ

ても無駄であるという感覚に陥ってしまう（金光, 

1997）が、このような学習性無力感の状態が見て取れ

た。また、「もうやめましょうよ」「飽きた」などという

発言もあり、見通しがもてない学習活動への取り組みが

授業参加外行動を生起させる原因ともなっていた。阿

部・廣瀬（2008）によると、本研究におけるBさんのよ

うな知的障害が軽度であり、ADHDなどの行動上の障害

も指摘されているケースでは、自己否定的な発言や失敗

を恐れるが故の取り組み拒否などの行動がみられること

があるという。さらに、このことは、子ども自身の側面

に起因するものだけでなく、一見障害が軽度で言語使用

にも大きな問題がないため、周囲が本人の特性を十分理

解できず、高水準の要求をすることで失敗経験を重ね、

不安が高くなり、自信を失い、自己肯定感を低下させる

ことに繋がると述べている。このような特性のあるBさ

んへの介入として、本研究では、授業導入段階におい

て、授業計画の視覚的な提示を行ったが、このことによ

り見通しをもって課題に取り組むことが可能となった。

さらに、課題については、学習プリントの問題を解くと

授業担当者が机間指導により即時強化し、正答の場合は

丸つけと共に「すごいじゃん！合ってるよ！」「この解

き方でOK」という言語称賛も併せて行い、Bさんの課

題への取り組みに対して正の強化を行った。また、誤答

の場合は「ここをこうしたらできていたね。惜しかった

よ」とBさんの頑張った取り組みをなるべく肯定的に評

価した。結果として、授業担当者によるこの即時強化

は、わからないことがあるとすぐに解答が知りたいBさ

んの特性に対して、即時に解答・解説が得られ、課題へ

の取り組みを肯定的に評価・称賛してもらえることか

ら、Bさんによる次の学習活動への動機づけを高めるこ

とに繋がったと考えられた。また、ベースライン期や介

入初日に多くみられていた学習性無力感ではないかと判

断されるような様子については、「課題に取り組む→即

時強化」により、従来であれば嫌悪性が高いとされた課

題（問題数多のプリント）であっても、フォローアップ

期には、自ら選択して取り組むんだ。このことから、授

業担当者からの言語称賛などによる付加的随伴性から行

動内在的随伴性へ移行したことが考えられた。以上のこ

とから、行動の機能を分析し、本人の障害特性に応じた

介入を実施することが有効であると考えられた。このこ

とは、当初自己否定的な発言が度々見られたBさんにと

って自己肯定感の回復に繋がることが期待できる。 

３．学習プリントの工夫による学習意欲向上の効果 事

前観察およびベースライン期では、１枚当たりの問題数

が多い学習プリントが配布されており、「無理」「もう、

飽きた」と言って取り組みを中止する行動がみられるな

ど、授業参加外行動を生起させる要因ともなっていた。

このことから、学習プリントの工夫・改善の必要性があ

ると判断した。介入Ⅰ期では、まず、①学習プリント１

枚当たりの問題数を45問（両面印刷）から５問以下

（片面印刷）に減らし、②複数種類の学習プリントを用

意し、生徒が選択してもよいとした。以上のような先行

条件における配慮を行ったうえで、Bさんによる解答行

動に対する即時強化を含めた後続条件における配慮もあ

わせて行ったところ、課題に取り組む行動が生起するよ

うになったと考えられた。しかし、介入Ⅰ期の５日目に

実施された「概数」の授業では、学習プリントが配布さ

れた直後に「なんかめんどくさい」「今日は、やる気の

問題が･･･」という発言が繰り返し生起した。そのた

め、介入Ⅱ期では、介入Ⅰ期において実施した学習プリ

ントへの配慮に加え、さらなる改善・工夫を加えた。こ

こでは、①問題数を４問以下に減らしたうえで、②プリ

ント上に印刷された「表」と「問題文」をそれぞれ別頁

－ 130 －

松浦美奈子・松岡　勝彦



 

 

に分けたものへと変更した。また、③文字サイズを大き

くし、④文字間も広げ、⑤白黒であった表内写真をカラ

ーへと変更した。以上のような改善・工夫の結果、学習

課題に取り組む行動が生起するようになったと考えられ

た。さらに、保護者からも、学習プリントの工夫によっ

て、授業参加時間が増加した点を最も評価する旨のコメ

ントを得た。このことから、今回のような学校における

支援の工夫を定期的に家庭にフィードバックすることに

より、保護者が我が子を学校と同様、より一層肯定的に

受け入れることにも寄与できるのではなかろうか。 

４．明確な学習目標の設定を動機づけとした介入効果 

ベースライン期では、授業導入段階において、授業担当

者から学習目標や授業計画について口頭での説明があり、

見通しを明確にした授業が実施された。しかし、Bさんの

「飽きた、疲れた」などの発言が複数回生起し、授業参加

時間は、50分の授業のうちわずか約９分である一方、授

業参加外行動が生起する時間は授業参加時間を大きく上

回っていた。そこで、第 1 著者と授業担当者で介入案の

検討を行う際、授業担当者より校内検定である「基礎計算

テスト」が間近に迫っている旨の情報提供があり、この

「基礎計算テスト」への取り組みをBさんの学習への動機

づけとして位置づけることとした。先行条件の操作では、

「よく解けているから○級いける（合格できる）と思うよ。

（問題を）やってみよう」など昇級を目標とするポジティ

ブな言葉かけを実施し、後続条件の操作では、即時強化に

加え「これだけ解けていたら、バッチリだよ」などと称賛

した。授業担当者から、Bさんの授業参加行動への即時強

化を高頻度で実施した結果、Bさんの介入４日目まで（試

験当日まで）の授業参加時間の顕著な増加がみられ、授業

参加外行動は減少した。このことは、石川・石塚・山本

（2018）による「授業参加行動」の高頻度で強化する手続

きが逸脱行動の減少に効果的であるという知見を支持し

た。つまり、学習目標が明確であり、やるべきことの見通

しがもてたことに加え、教員による高頻度の強化を実施

することで、生徒の達成感は満たされ、行動問題の生起頻

度は減少し、行動内在的随伴性による学習への取り組み

が期待できると考えられた。 

５．長期研修派遣制度を活かした高等学校教員の専門性

の向上 Table １に示した通り、授業担当者のコメントは

概ね肯定的であり、取り組みについての負担については、

「授業を逸脱できないという点で、ゼロではなかった。し

かし、負担以上のメリットがあった」旨の回答を得た。ま

た、今回の取り組みで、Bさんへの学習支援を検討し工夫

したことが他の生徒への支援にも繋がったというコメン

トを得た。この点を踏まえ、今後は、「誰もがわかる」授

業づくりをめざす上で、ユニバーサルデザインを取り入

れた学習教材等の工夫も積極的に行われる必要性がある。

本研究により実践された ABC 機能分析による生徒理解

や行動コンサルテーションによる学習場面の介入効果は、

特別支援学校高等部において増加傾向にある軽度知的障

害の生徒への支援方法を模索する手立てになると共に、

思春期・青年期の特別な支援を必要とする生徒の教育的

ニーズに対応していく支援構築の一助になるであろう。

特別支援教育の推進に関する調査研究協力者会議（2009）

は、高等学校において定時制・通信制の課程においては、

発達障害等困難のある生徒が多く在籍している可能性を

挙げており、学校は、学習上や生徒指導上の問題で苦慮し

ていることを指摘している。同時に、各学校における課題

や生徒の抱える特性を十分に把握した体制整備の必要性

を示している。若林（2016）では、生徒の実態を十分に把

握し、特性に応じたノートや問題演習プリントへの書き

込み行動等の支援を実施したところ、生徒の問題演習の

課題遂行率の上昇がみられた。若林・中野・加藤(2016)は、

生徒あるいは教科担当への支援として有効な行動コンサ

ルテーションの知見をコーディネーターに担保すること

は、教員支援を充実させ、特別支援教育の更なる推進に寄

与すると述べている。2018年、高等学校おける通級によ

る指導の導入が開始された。すべての学校において教員

の特別支援教育に関する専門性が問われる今、高等学校

籍の教員の多くは、発達障害への理解や適切な教育的支

援の専門性が十分ではない現状がある。この場合、発達障

害を有する生徒に対して、適切な教育的支援が行われず、

転学や退学だけでなく二次障害を招く可能性が示唆され

ている（竹達・三浦・橋本・富所・日下・松尾,2022)。学

校現場におけるこのような課題がある中、学校において

特別支援教育の中心的役割を担うコーディネーターの専

門性向上はますます重要となる。義務教育段階での通常

の学級における特別な支援を必要とする児童生徒の増加

傾向に鑑みるに、今後のシームレスな特別支援教育推進

のためにも高等学校の現場における特別支援教育の充実

は急務であり、併せて高等学校籍の教員における専門性

向上は喫緊の課題である。また、思春期・青年期という発

達段階における学校現場での適切な教育的支援策の検討

は、生徒の社会的適応を考える際にも重要となる（若林・

大島, 2015）。以上のことから、今後の高等学校籍教員の

特別支援教育に関する専門性向上のため、長期派遣制度

を利用した高等学校籍教員の派遣が積極的に行われ、高

等学校における特別な支援を必要とする生徒への適切な

支援や通級による指導の充実が図られることを切に願い

たい。そして、学校現場における生徒のQOL向上のため
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の教育的支援に向けて、特別支援学校のみならず、高等学

校の現場における行動コンサルテーションの実践研究が、

有効であることを改めて指摘しておきたい。 
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